
◎基本情報

● 対象 ○ 対象外

○ 経常経費 ● 臨時的経費 ○ 内部管理　　 ○ 法定経費 ○ 指定管理費

● 直営　 ● 一部委託 ○ 全部委託　 ● 補助・助成　 ○ その他

■ 企画 □ 実施 □ 評価 □ 対象外

指標2の評価、未達理由、今後の
考え方

事業目標の達成に向けては、市内建設企業の大半を占める中小企業へのＩＣＴ活用推進が必要。中小企業
は主に小規模工事を施工することから、小規模工事現場で利用しやすいＩＣＴ活用推進施策の更なる拡大を
図る。

今年度の見直し
内容

建設産業の持続可能な維持確保に向け、建設業紹介動画などの効果的な広報の他、市内中小建設企業を主な対象とした小規模工事現場にお
ける効果的なＩＣＴ活用策の拡大を推進する。

来年度以降の方
向性

担い手確保に向け、「持続可能な人材確保・育成施策の在り方」会議を通じた他分野との連携など、より効果的な取組を推進するとともに、生産
性向上に向け、令和７年度に実施する小規模工事における効果的なＩＣＴ活用策の改善や他工種への検討など、中小企業のＩＣＴ導入の推進拡大
を継続していく。

－ 25% 30% 33% 36% 40%

↓

アウトカム
成果指標2

市内建設企業におけるデジタル技術の活用割合 という状態にしたい、成果を挙げたい

令和5年度実績 令和6年度予定 令和6年度実績 令和7年度予定 令和8年度予定 令和9年度予定

令和9年度予定

11件 15件 16件 10件 － －

指標1の評価、未達理由、今後の
考え方

建設産業の魅力向上に向けた各種現場見学会など可能な取組を実施し、参加者からは高評価を得ている
が、対象者が限定的であることから、事業目標の達成に向けては、取組の拡大が必要。

アウトプット
活動指標2

ＩＣＴ導入企業への助成 という活動、業務を行うことで

令和5年度実績 令和6年度予定 令和6年度実績 令和7年度予定 令和8年度予定

26% 35% 24% 33% 42% 50%

↓

アウトカム
成果指標1

建設産業に対して魅力を感じる人の割合 という状態にしたい、成果を挙げたい

令和5年度実績 令和6年度予定 令和6年度実績 令和7年度予定 令和8年度予定 令和9年度予定

令和9年度予定

14,845人 15,000人 15,280人 16,000人 17,000人 18,000人

人工

指標

アウトプット
活動指標1

広報事業への参加者数 という活動、業務を行うことで

令和5年度実績 令和6年度予定 令和6年度実績 令和7年度予定 令和8年度予定

1 人工

令和7年度予算額 39,000 千円 うち特定財源 0 千円 正規職員業務量 1

正規職員業務量 1 人工

令和6年度決算額 43,667 千円 うち特定財源 120 千円 正規職員業務量

千円 正規職員業務量 1 人工

令和6年度予算額 35,000 千円 うち特定財源 0 千円

どのような状態にしたい
（状態を維持したい）

各種取組の実施により、市内建設企業の担い手確保や生産性向上に向けた企業の取組を促進し、持続可能
な体制を確保する。

他都市の状況

国では、建設業の担い手確保に向けた労働環境改善やＰＲ事業のほか、生産性向上に向けた施策である「
ｉ－ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎ２．０」などを推進している。また、北海道では、「建設産業ミライ振興プランＨＯＫＫＡＩＤＯ」を策定し、建設業の
魅力向上に向けた各種取組を実施している。そのほか、政令市等においても建設産業の体制確保に向けた、各種支援事業等
を実施している。

市民参加の実施

令和5年度決算額 29,044 千円 うち特定財源 120

施策名 安心して働くことができる魅力的な雇用が安定的に確保されるとと

アクションプラン

事業の性質

事
業
内
容

事業の背景（現在の状況、社会
的課題）

建設産業の体制維持に向け、担い手の確保や生産性の向上などの課題に対応するため、令和７年３月に策
定した「さっぽろ建設産業活性化プラン２０２５」に基づき、行政と業界が課題や目標を共有し両輪となって取組を進めている。
　行政としては、企業の人材確保・育成を支援する助成制度や建設業の魅力を発信するＰＲ事業に取り組ん
できたが、札幌圏の建設産業の有効求人倍率は、約４倍と依然として高い状況である。加えて、建設産業は
他産業と比べ就業者の高齢化が進んでおり、今後、定年による大量離職により就業者の不足が一層深刻化す
ることが懸念されている。

事業内容
（何を実施し）

①さっぽろ建設産業活性化推進協議会の実施
　建設業界の取組促進に向け、業界団体と情報共有や意見交換を行う「さっぽろ建設産業活性化推進協議会
」を実施
②各種助成金制度の実施
　担い手確保等に取り組む企業への支援として「各種助成金制度」を実施
【助成金の種類】
・労働環境向上に資する取組
・インターンシップ受入
・除雪車の運転に必要な大型免許の取得
・サッポロＱＭＳの取得
・ＩＣＴ導入　・デジタル技術の活用
・工事や業務に必要な資格免許の取得
③各種ＰＲ事業の実施
　小学生親子や女子学生を対象とした現場見学ツアーや各種メディアを活用したＰＲなど、建設産業のイメ
ージ改善に向けた「各種ＰＲ事業」を実施

事業名 建設産業活性化推進費
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